
４　一般会計の市債残高

第５表　一般会計市債残高の状況 （単位：千円）

構成比 構成比

66,712,753 44.5% 55.5%
(4,367,828) (4,367,828)

4,752,200 396,200
6,235,758 55.3% 44.7%
(348,718) (348,718)

65,625,395 44.0% 56.0%
(4,019,110) (4,019,110)

②　　－　　① △ 1,087,358 － － △ 1,483,558 396,200
（　　）は第三セクター等改革推進債にかかる金額で、内数

第６表　一般会計市債の交付税算入の状況

構成比 構成比

66,712,753 65.1% 34.9%
(4,367,828) (4,367,828)

6,235,758 64.5% 35.5%
(348,718) (348,718)

65,625,395 64.8% 35.2%
(4,019,110) (4,019,110)

②　　－　　① △ 1,087,358 － －
（　　）は第三セクター等改革推進債にかかる金額で、内数

【参考：土地開発公社解散に伴う第三セクター等改革推進債の状況】
（単位：千円）

合　　計
平成25年度末引継債務額 ① 6,817,600
平成30年度元金償還額 348,718
元金償還累計額 ② 2,798,490
年度末残高　      ① - ② 4,019,110

66,712,753

6,235,758

65,229,195 396,200

区　　分

（平成21年度末　土地開発公社借入金残高　10,793,972千円）

平成３０年度末市債残高 ②
42,548,408 23,076,987

△ 899,190 △ 188,168

39.4%

平成３０年度元金償還額
4,019,691 2,216,067

平成２９年度末市債残高 ①
43,447,598 23,265,155

平成３０年度市債発行額 5,148,400 3,120,501 60.6% 2,027,899

△ 797,196 △ 290,162

区      分 合　　計
内　　　　　　　訳

交付税算入分 単市返済分

平成３０年度元金償還額
3,450,996 2,784,762

平成３０年度末市債残高 ②
28,863,828 36,761,567

平成３０年度市債発行額 5,148,400 2,653,800 51.5% 2,494,600 48.5%

平成２９年度末市債残高 ①
29,661,024 37,051,729

区      分 合　　計
内　　　　　　　訳

建設地方債 その他
本庁舎建設事業
債を除く現在高等

本庁舎建設事業
債現在高等

市債残高の状況は、第５表のとおりで、平成３０年度末では、６５６億２５３９万５千円となり、前年度末より１０億

８７３５万８千円減少しています。

これは、財政健全化に留意しながら、本庁舎建設事業等の施策推進に係る財源として市債を活用しました

が、小学校空調整備やブロック塀緊急対策工事等に係る市債を翌年度に繰り越したことや第三セクター等改革

推進債の繰上償還等により、発行額が元金償還額以下となったことによるものです。

市債残高の内訳は、建設地方債２８８億６３８２万８千円（対前年度７億９７１９万６千円の減）、

その他３６７億６１５６万７千円（同２億９０１６万２千円の減）となっています。

また、市債を「償還費が地方交付税で措置される部分（交付税算入分）」と、市税など「市独自の財源で返済

すべき部分（単市返済分）」とに区分した場合の内訳は、第６表のとおりで、平成３０年度末市債残高のうち、交

付税算入分が４２５億４８４０万８千円（構成比６４．８％、対前年度８億９９１９万円の減）、単市返済分が２３０億

７６９８万７千円（同３５．２％、同１億８８１６万８千円の減）となっています。

なお、平成２５年度に発行した土地開発公社解散に伴う第三セクター等改革推進債の残高は、定期償還

２億７２９８万８千円に加え、公社承継土地の売却収入を財源とした繰上償還７５７３万円により圧縮に努めた

ものの、平成３０年度末で４０億１９１１万円と、依然として市債残高の水準を押し上げる要因となっています。
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【参考：市債残高と基金残高の推移】

５　市民の負担等状況（一般会計）

第７表　市民1世帯又は1人当たりの市税等額（平成３１年３月３１日現在）

１世帯当たり １世帯当たり

市　　　　　税 309,470 304,964
市　債　残　高 828,311 844,049

上記のうち税等で償還すべき市債残高 291,273 294,350
基　金　残　高 164,367 167,829

区 　　　     分
平成２９年度

１人当たり

平成３０年度
１人当たり

148,689
397,973
139,946
78,972

（単位：円）
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その他目的基金

庁舎建設基金

財政調整基金等

64

133130
120116

130

平成３０年度一般会計決算における市税、市債残高及び基金残高について、１人当たり又は１世帯

当たりの負担等の状況は第７表のとおりです。
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